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　　The purpose of this paper is to clarify structure and function on discourse over women’s work 
style in labor dispute before Child Care and Family Care Leave Law was established. I analyzed 
three cases. As a result, I revealed the following points.
　　 (1)Meritocracy was one of the most important discourses to achieve equality in employment. (2)
But meritocracy discourse was used by companies to exclude specific attributes, because of flexibility 
of meritocracy discourse. (3)In addition, rules to protect maternity functioned to exclude pregnant 
women and mothers in child care, because companies recognized that they ware inefficient. Thus, 

























































朝霞和光幼稚園事件 浦和地決 昭和48年3月31日 妊娠出産による解雇
三井造船事件 大阪地判 従業員側の勝訴
東洋鋼鈑事件
横浜地判 従業員側の勝訴
東京高判 従業員側の逆転敗訴
朝霞和光幼稚園事件 浦和地決 従業員側の一部勝訴
２．事件の概要と分析の方法
　それぞれの事件について簡単に概要を紹介すると、下記の通りである。三井造船事件
は、女性従業員のみに結婚を退職理由としていた制度の不合理性について争われたもの
であるが、同時に雇用延長制度も設けられていた。しかしながら、この制度も第一子出
産までしか認められず、これら諸制度の不合理性が争われた事件である。東洋鋼鈑事件
においては、もともと購買係の業務に従事していた女性従業員を独身寮の業務へと配置
換えしたことが、結婚及び出産を理由とした不利益な処分であるか否かが争われた。朝
霞和光幼稚園事件は、幼稚園教諭が妊娠・出産を理由として解雇されたことが、権利の
濫用に当たるのか否かが争われた事件である。どの事件も、現在まで続く、雇用・労働
における女性差別や妊娠・出産に対するハラスメント的行為と同様のものであり、そう
した諸問題を歴史的に分析する上で、重要な対象である１）。
【表1】分析対象の事件
【表2】分析対象の事件の結果
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　さて、本研究では、一連の裁判を「物語」ととらえる。法や紛争を「物語」としてと
らえる視点は、法社会学において一定の支持を得ている。ここでの「物語」とは、北村
（2004）の言葉を借りれば、「事物や出来事に言及しつつ自己と世界を有意味な統合的全
体として現出させるような人間活動及びその所産」（59頁）であり、弁護士や裁判官、
証人などは「法における物語」を産出する主要なアクターである。とりわけ裁判官は、「法
廷に提出された様々な物語、通常、相対立する物語に耳を傾け、判決という形で当事者
と弁護士に語りかける」（60頁）ものである。裁判における判決文とは、それにかかわ
るアクターたちが紡ぎ上げた物語であり、それは読まれることによってドキュメントと
いう「テクスト」になる。
　「読む」という行為にその意味を依存するテクスト論においては、山本（2009）が述
べるように、判決文といえども他のテクストと同じく、多重な意味を放射する存在とな
る。本研究は、こうしたテクストとしての判決文に社会学の視点から迫ろうとするもの
である。したがって、本研究は、法解釈学的な判例批評とは、その分析方法という点に
おいて趣旨を異にする。判例批評もむろんひとつの「読む実践」であるが、佐藤（1999）
が述べるように、それは「ある判例が実定法の解釈として正しいか否か、あるいは解釈
として優れているか否か、が問題にされる」（232頁）。これに対して判例の言説分析に
おいては、「どういった言説が語られ、どういったレトリックが用いられたのか、そして、
どういった論理がそこにあるのか、といった問題に焦点が合わせられる」（232頁）。
　すなわち、当時の労働をめぐる環境や制度、政策等に不満をもつ人々がどのようなレ
トリックを用い、企業や自治体等に対して抵抗したのか（「抵抗の物語」）、そうした主
張に対して被告となった企業や自治体等はどのように反論したのか（「反論の物語」）、
両者の主張や反論を聞いた上で、裁判所はどのようなレトリックのもといかなる判断を
示したのか（「判断の物語」）、テクストとしての判決文から読み解くことが本論文の課
題である。
３．属性と能率の接合
　まず、どの事件においても、その背景となった制度、すなわち、結婚や妊娠、出産に
よる退職・解雇の制度が設けられたのか、その正当化の根拠から見てみたい。そうすると、
性別に加えて年齢という要素が、労働者の能力論と奇妙に接合する論理構造を見出すこ
とができる。
　たとえば、三井造船事件においては、主たる業務を男性に、事務補助業務を女性に振
り分ける体制について、体力的な側面、生理休暇や育児時間等による労働時間の制約な
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どを根拠としているが、この論理構造自体は女性と労働をめぐる様々な局面で繰り返し
問題視されてきたものであり、現在では、完全な形ではないが、男女雇用機会均等法や
育児介護休業法の成立、労働基準法の改正などを経て、一定の解決が図られている。こ
うした性別と能力とを接合させ、異種の業務へと振り分けることを正当化するレトリッ
クに加え、特徴的なのは、年齢という要素も女性労働者の働き方には加味されているこ
とである。
中、高等学校卒業後の数年間の清心溌溂とした時期にこそ最適であり、（中略）この
期間を経過し、年齢を重ねるにしたがって指示もしにくく業務能率が低下するもの
であり、家庭の主婦と労働者の地位とは両立し難い。（三井造船事件第一審判決より）
このように、性別だけではなく、18歳前後という年齢と「清心さ」が等置され、年齢が
高くなること、あるいは家庭をもつことは業務効率を低下させるものと帰責されている。
また、出産に関しても、業務能率の低下と結びつけられている。もちろん、年齢・結婚・
出産により業務能率が低下するのか否か、エビデンスはまったく提示されていない。し
かしこの時期、性別や主婦・母親という属性だけでなく、年齢も女性労働者を男性労働
者の職務や業務から分断する基準として用いられていたことは、雇用平等を考える上で
重要な点である。
　その上で、多数の女性労働者自身が結婚を最終目標としていること、女性労働者自身
が家庭生活と職業生活とは両立しないことを認識しているために結婚を機に退職してい
るのだから、結婚退職制度を設けていると会社側は主張している。いわば、女性のため
にこそ、あるいは女性が望んでいるからこそ、できた制度であると、制度の設立趣旨が
女性へと帰責されていく。同じような論理構造は東洋鋼鈑事件にも見出すことができる。
同事件では、出産後の独身寮の業務への配置換えが不利益処分か否かが争われたが、子
どもを抱えているという点が会社側によって逆用される。
　
申請人が乳呑児の保育上必要な便宜も整っており、（中略）申請人にとって有利でこ
そあれ、不利になる点は何一つない最適の職場と考えられたので、（中略）申請人を
本社独身寮の事務職に勤務させることと決定した。（東洋鋼鈑事件第一審判決より）
このように、子どもを抱えているという属性が逆用され、出産後の配置換えが正当化さ
れている。
　さて、雇用平等と属性との関係で最も問題となってきたのが、女性保護との兼ね合い
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である。すなわち、子どもを産む存在である女性を労働から保護しようという制度は、
すでに労働基準法に組み込まれていた。この制度の趣旨も、企業側にとっては、配置換
えを正当化する根拠として用いられることになる。
特に出産後1年位の間、女性は健康上哺育上労働能率の低下があるのは公知の事実
である。（中略）低能率の者に一人前の仕事を与えることは却って人権問題となる惧
すらあるし、低能率者に仕事を与えず母体保護上賃金全額を与えることは、企業と
してかかる義務のないことは明らかである。（東洋鋼鈑事件第二審判決）
朝霞和光幼稚園事件においても、解雇を正当化する理由として、「妊娠による活動能力
低下」や「出産前後相当期間の労務提供不能」があげられている。このように、女性労
働者に対する分離的な取り扱いを正当化する根拠として、この時期、性別・年齢・有配
偶者か否か・子があるか否か、といった属性が能率と接合され、「女性のため」「女性の
せい」というレトリックで、女性自身の責任へと帰属されるという構造をなしていた。
４．能力主義言説の融通無碍
　このような論理に対しては、現在でこそ、もちろん多くの人が疑問に感じるであろう。
しかしながら、1965年現在、女性の就業者数1878万人のうち、雇用者の割合が48.6％
と半数にも満たず（「労働力調査」より）、結婚や出産後女性は「家庭に入る」ことがな
かば「常識」であった昭和40年代において、こうした主張に対してどのように反論した
のだろうか。その点こそがまさに、女性労働者たちの「抵抗の物語」である。そこで重
要な意味をもつのが、能力主義言説である。三井造船事件では、原告から次のように主
張されている。
会社が個々の従業員の能力、適性、希望等を個別的に判断することなく、（中略）女
子従業員のみ事務補助業務に就けること自体、女性に対する蔑視、軽視が先行し、
女子従業員を女性の故に差別しているものといわざるを得ない。（中略）女子従業員
の主張する事務補助業務が単純、定型的であれば、何人にも従事し得るはずである。
（三井造船事件第一審判決）
　一方で、朝霞和光幼稚園事件では、能力主義的言説が被告側から展開され、解雇を正
当化する理由として逆用されている。
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教諭は多数の未熟な園児を担当し、文字通り跳んだりはねたりして園児と一体と
なって活動する必要があり、そのため教育者としての人格、園児に対する愛情とと
もに特に健康で強健な体力と能力が要求される。従って右のような園児教育を全う
することは、若い教諭でなければ満足に勤まらないわけであり、幼稚園が新卒者を
中心にした若い教諭による教育体制をとっているのもそのためである。（朝霞和光
幼稚園事件第一審判決）
若い＝強健な能力という等式が果たして成り立つのかは、ここでは措く。問題は、被告
側が職務を全うするための能力に絡めて、解雇の正当性を主張していることである。事
務員と幼稚園教諭という違いはあるにせよ、能力主義という言説は、雇用平等の達成の
ためにも、特定の属性の者を解雇するためにも用いられうる、融通無碍なものであるこ
とがわかる。
　確かに、性別や年齢にとらわれない雇用平等を達成していく上で、能力は重要な基準
のひとつである。もちろん、能力をどのように測るのか、能力を発揮できるような環境
にあったのか、雇主側は従業員の能力開発に効果的な措置をとったのかなど、能力主義
には批判も付きまとう。一方で、特定の者を採用や昇進において選別する上で、属性に
代わるものとしては、能力や成果などしかないのも実情である。その意味で、雇用にお
けるメリトクラシーの原理は、ジェンダー差別やジェンダー間の不均等な処遇を打破す
る上で、重要なツールであることは間違いない。特に、ジェンダー間の不均等な処遇が
「常識化」していた事件当時には、能力主義言説はそれを打破する上で大きな力をもっ
たものとみなすことができる。
　一方で、属性を媒介として、その職務に必要な能力が発露されるという論理構成を用
いられると（体力のいる幼稚園教諭は若年者しか務まらない）、能力主義は逆に雇用平
等を達成する上での足かせとなってしまう。こうした能力主義（メリトクラシー）の融
通無碍さを中村（2018）は次のように述べている。
まったく同じ現象を取り上げていても、ある基準では、「これはメリトクラティッ
クだ」と断じ、別の基準では「あれはメリトクラティックではない」と我々はやろ
うと思えばいつでも論じることができるのだ（106頁）。
こうした問題に対処するため、その後の男女雇用機会均等法などをめぐる議論の中では、
間接差別論（外形上男女を平等に扱っているように見えるが、身体に関する要件を採用
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に当たって用いるなどして、実質的にいずれかの性を排除することを問題視する視点）
が提起されていくわけであるが、一連の事件は、間接差別を問題視する端緒のひとつと
位置付けられるだろう。
５．産む身体と働く身体
　一方で、すべての者に対して平等に能力主義を貫徹することは、別の人権侵害を引き
起こしかねない。その最たる例が、妊産婦に対する取り扱いである。妊産婦に対して、
その他の従業員と同等の労働を求めることは、妊産婦及び子どもの身体の保護という観
点で大きな問題をはらむものである。そこで、労働基準法では、各種の母性保護規定を
設けている。たとえば、産前産後休業（65条）、妊婦の危険有害業務への就業制限や軽
易業務への転換（64条、65条）、妊産婦に対する変形労働時間制の適用制限や時間外労
働等に対する制限（66条）、育児時間の請求権（67条）などである。これらは端的に妊
産婦の母性を保護するために設けられた規定であり、非常に重要なものであるが、一方
で女性を労働の場から排除するレトリックとしても用いられてきた。東洋鋼鈑事件第一
審判決では、独身寮に配置換えした企業側の措置に対して、裁判所は次のように判示し
ている。
その配転先についても妊産婦等の制約から一時的には限定されてしまう事情があっ
たことは否定できないのであるが、被申請人右事情を利用し、（中略）就業上の保護
に名を借りて、さして業務上の必要のないのに評価上不利益な地位である新しい現
業まがいの職場を創設して独身寮の寮事務係として配転させ、結局は同人の労働意
欲を喪失させることにより、退職の決意をさせようとしたものと推認できる…。（東
洋鋼鈑事件第一審判決）
以上の通り、母性保護に名を借りた企業側の措置を厳しく論難した。
　しかしながら、同事件の第二審判決では、次のように述べて、この論理は180度転換
されてしまう。
母性保護の見地からかかる母親である女子従業員の作業等につき配慮を加えること
もまた同法の要請するところであるといわねばならない。（中略）　それに伴い当該
女子従業員の実質労働能率の低下を予想し、さらに他の従業員と区別して取り扱う
ことによる職場への影響に対する対応策について考え、措置することも企業運営上
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当然許されるところといわねばならない。（東洋鋼鈑事件第二審判決）
このように述べて、企業側の措置を正当化した。その上で、後段において、「本件配転は、
母性保護等の理由によりなされたものではないということはできない」として、本件配
転が母性保護を目的としたものであると認定した。
　このように、母性保護という規定も、女性労働者にとってみれば、相反するふたつの
機能をもちうるものである。妊産婦を保護し、ひいては子どもの保育を充足する上で母
性保護規定は欠かすことのできないものである。しかし、妊産婦という身体が労働能率
という観点から位置づけられるとき、その身体は能率を低下させたものとみなされてし
まう。その結果、労働者という身体から見れば、不利益な処遇も正当化されてしまうこ
とになる。このような二律背反を打開する方策として制度化されたのが、育児休業とも
いえるだろう。その成立へと至る過程として、こうした紛争の存在も見落としてはなら
ない。
６．まとめ
　属性による差別的な待遇を排して雇用平等を図る上で、能力主義はきわめて重要な原
理のひとつである。しかしそれが、属性と結びつけられたとき、むしろ特定の属性の者
を排除する機制としても機能することが明らかとなった。その構図は、本研究で分析し
た3件の事件でも見出すことができた。そうした問題に対処するために積み重ねられて
きたのが、間接差別をめぐる議論である。一方母性保護規定も、妊産婦、そして子ども
という身体を守る上で、極めて重要な原理のひとつである。しかしながらそれも、能力
や能率という言説と接合されてしまうと、むしろ特定の身体を排除する制度として機能
してしまう。以上のように、能力や能率という言説は、雇用や労働の場において、平等
を達成する上での言説としても、特定の属性の者を排除する言説としても機能しうる。
　こうした能力主義のもつ両義性を克服し、母性保護規定と調整するために編み出され
た制度が育児休業制度であり男女雇用機会均等法であると位置付けられるだろう。であ
るならば、次の課題は、雇用平等と能力主義、能力主義と属性主義、そして母性という
接合あるいは葛藤しあう原理をどのように調整して、育児休業制度ができあがったのか
を検証することである。この研究については他日を期したいと思うが、男女雇用機会均
等法や育児休業法の成立の背後に、女性労働者たちの紛争の歴史があったということは
銘記する必要がある。　
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注
１）妊娠・出産に伴う配置換えや降格処分は近年でも相次いでおり、別稿において検証する予定である。
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